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研究成果の概要：各国の所得に影響を及ぼす因子としてＩＴ化の進展による経済環境の変化を
反映するパラメータを導入して新しいモデルを構築し、不平等を測る指標であるジニ係数を導
出した。この結果から、経済環境のパラメータが所得の不平等に大きく影響を及ぼすことが確
認できた。また、新しいモデルの整合性を実証面から 4 ヶ国を対象に分析し、韓国を除く国々
に関してはある程度理論モデルで示唆された結果（所得の不平等に影響を及ぼす因子としてＩ
Ｔ化の進展があげられること）が支持された。 
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１． 研究開始当初の背景 

第２次世界大戦以降現在に至るまで、南北
間の所得格差については種々議論されてき
た。その間、所得の不平等の要因として人的
資本や物的資本不足などの要素賦存、あるい
はオイルショックなど外生的なショックが
あげられる。加えて、１９９０年代後半から
現在までの期間では、経済・社会環境の著し
い変化が所得の不平等に影響を及ぼしてい
る可能性が考えられる。そして、経済環境の
変化の中で、特にＩＴ化の普及が各国経済に
影響を与え、たとえば、２０００年にバンコ
クで開催されたＵＮＣＴＡＤ（国連貿易開発

会議）では、ＩＴ化の進展が情報の非対称性
や発達の度合いの相違によって先進国と発
展途上国の所得の不平等を拡大させるとい
う懸念が示されていた。この背景には、ＩＴ
の普及度やそれに付随する情報量の格差が
様々なチャンネルを介して所得の不平等を
拡大させるであろうという考え方があった。
一人当たりや水準に関してのＧＤＰとＩＣ
Ｔ（情報通信技術）との間にプラスの相関関
係あり、図１のように、ＩＣＴが１９９０－
１９９５年の期間よりも１９９５－２００
３年の期間の方が成長率に対してかなりの
程度で貢献していることが示されており、上
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記の主張を裏付ける１つであろう。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
 
 図１ 成長率における ICT の貢献度 
       出所：OECD の資料より作成 
 
２. 研究の目的 
（１）本研究は、ＩＴ化等の進展によって急
速に変化する経済環境において、開発経済論
や経済発展論で議論されてきた各国間の所
得の不平等がどのような要因で生じている
のかを、内生的成長モデルを用いて、理論
的・実証的に分析するものである。 
 
３. 研究の方法 
（１）理論的側面：急速に変化する経済環境
を考慮して、ＩＴ化の進展などに関する包括
的因子をシステムに導入し、新しいモデルを
構築する。導入した因子（パラメータ）は、
各経済体ごとに異なり、一様分布するものと
し、一般均衡体系において、これらの異なる
パラメータが包含される均衡式が得られる
ことになる。新しく構築したモデルから得ら
れる均衡式を利用して比較分析を行い、経済
環境の因子が所得格差にどのように影響を
及ぼすのかを理論的に明らかにする。 
 
（２）実証的側面：理論モデルから得られる
結果（均衡式）を利用してＴＳＰによる計量
分析を行い、モデルで使用された環境変化を
体化する因子を特定化する。この場合、時系
列データを考慮して回帰分析のモデルとし
て、AR1 を用いる。なお、ＩＴ化の進展とし
ての代理変数はＩＣＴ金額とした。さらに計
量分析による結果から得られた因子の推定
値と MATLAB を用いて所得の不平等に関し
てシミュレーションを行うことにする。   

 
４. 研究成果 
（１）理論的側面：新しいモデルのもと、経
済環境のパラメータ（図２のη）を導入して
ローレンツ曲線（図２参照）およびその曲線

から得られるジニ係数を導出した。 
具体的には、①経済環境のパラメータ（ＩＴ
化の進展を反映するパラメータ）ηが各国で
異なるものとし、η∈[ηmin,ηmax]とした。
ηmin は最貧国の値、ηmax は最富裕国の値
で一様分布している。このηを中間財（情報
通信技術製品：ICT）の生産関数に導入し、
最終財生産では、その中間財が投入要素とし
て使用され、最終財が生産される。また、中
間財は研究開発部門で創出されたデザイン
（特許）を用いて生産され、研究開発部門に
デザインの使用料を支払い、中間財を独占的
に生産することになる。研究開発部門では、
デザインを創出するために家計から人的資
本（科学者の知識など）を借りて投入要素と
して使用する。 
②家計の効用最大化問題や企業の利潤最大
化問題を解き、一般均衡解を求め、システム
が閉じことを確認した。また、実証分析で使
用する一般均衡解による基本モデル（均衡
式）も得ることができた。 
③さらにこの一般均衡解による均衡式を用
いて各国の所得に関する式を導出し、さらに
各国間の所得の不平等に関する式も導出し
た（この式は実証的側面の表２の下の方で示
されている式である）。この式は最富裕国の
所得に対する当該国の所得の比として導出
した。また、ηは一様分布しているため所得
の分布も一応分布することを利用してロー
レンツ曲線（図２参照）およびその曲線とＭ
ＡＴＬＡＢを利用して所得の不平等の指標
であるジニ係数を導出した。経済環境のパラ
メータを包含するローレンツ曲線の式は 
 
 
 

 
    
である。ただし、p は総所得における累積所
得の割合、ｇは新製品の成長率、T はプロダ
クトサイクルである。この式を利用して導出
されたジニ係数(GC)の式は 
 
 
 
 
             
 
である。さらに、経済環境の変化の相対的度
合（最富裕国と最貧国との経済環境の格差）
を３つのケース（ηmax / ηmin=1、5、10）
で考察した。その結果が表１に示されている。 
④以上より、経済環境のパラメータがジニ係
数に大きく影響を及ぼすことが以下のよう
に確認できた（表１と図２を参照）。１）一
旦、中間財の生産において、先進工業国と発
展途上国との間で経済環境の相対的な変化



 

 

（パラメータの比）が拡大すれば（たとえば、 
ηmax / ηmin の割合が 1から 5 に拡大した 
 
 表１ 相対的な環境の変化の度合いと 

ジニ係数 
 

 
 
 
     
 
場合）、両国間の所得格差は大きく拡大し、
それに関連するジニ係数も大きくなる。２）、
経済環境の格差がより一層拡大すれば、ジニ
係数は緩やかに拡大する。３）最後に、経済
環境と製品のライフサイクルに変化がない
とすれば、技術革新の程度が大きければ大き 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
          図２ ローレンツ曲線 
 
いほど、ジニ係数は大きくなり、所得の不平
等も拡大するという結果も得られた。 
 
この理論的側面における成果で重要なこと
は、理論的にＩＴ化の進展などによる経済環
境の変化が所得の不平等を引き起こす可能
性が明らかにされた点である。 
 
（２）実証的側面：この実証的側面では理論
的側面で得られた均衡式が整合性があるの
かを、パラメータを推定することによって検
討することである。具体的には、①論的側面
で導出された均衡式を用いて、計量分析（回
帰分析）のための基本モデルを設定した。た
だし、採用するデータが時系列で誤差項に系
列相関が考えられるため、ＡＲ１（一階の自
己回帰）モデルを採用した。データは基本的
にOECDおよびPenn Worldのデータを使用
し、分析対象国はアメリカ合衆国、日本、イ
タリア、韓国およびインドの５ヶ国とした。
計量分析のためのソフトはＴＳＰを使用し
た。 
②回帰分析を行い、出力結果の統計量を検定
し、以下の結果を得た。１）イタリアは、回

帰分析の統計量の検定結果、分析対象外の扱
いになり、４ヶ国の回帰分析結果を採用し、
理論的側面で得られた複数の均衡式にパラ
メータの推定値を代入して implied values
を算出した。その結果を表２に示しておく。
ただし、αは中間財の選好の代替のパラメー
タ、θは研究開発部門でのアイデア創出の効
率性のパラメータである。 
 
     表２ 4 ヶ国の implied values 
 
 
 

 
 
２）表２の値とＭＡＴＬＡＢを用いて、以下
の式から、所得の不平等を算出した。 
 
 
 
 
 
 

 
 
ただし、Ymax は最富裕国の所得、Ymin は
最貧国（この場合は最富裕国を除く対象国）、
ψはアイデア創出の際の到達率のパラメー
タ、ｇは新製品の成長率、T はプロダクトサ
イクルである。その算出結果を表３に示して
おく。その結果、韓国を除く国々に関しては
ある程度理論モデルで示唆された結果が支
持された。特に、日本とアメリカ合衆国との
所得格差は、本理論から得られる２００５年 
 
           表３ 所得格差 
 

所得格差 理論値  現実値 

米国/日本    1.35    1.29 

米国/韓国    0.48    1.97 

米国/インド    4.90   11.62 

 
 
度の所得格差は 1.29 であるが、理論上の所得
格差は 1.35 で、その誤差は 6 ポイントであ
った。３）韓国とアメリカ合衆国との所得格
差に関しては、その大小関係が逆転する結果
となり、この原因は韓国の急激な研究開発部
門の変質が関係していると考えられ、研究開
発部門の急激な構造変化を示す国に対して
は、その部門の生産関数の定式化の改善が必
要とされる可能性がある。４）かなりの制約
がある中での本結果を考慮すれば、グローバ
ル的な ICT の進展が経済環境の変化を引き
起こし、その結果、経済格差が生じる、つま
り ICT の進展の程度が所得格差を引き起こ
す要因のひとつとであると考えられ、前年度



 

 

で行ったモデル構築が支持されるという結
果を得た。 
 
その後、実証面の研究において、OECD 諸国
のその他数カ国についても同様に回帰分析
を行ったが、本研究で得られた結果とほぼ同
じ結果が得られている。 
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